
高木仁三郎市民科学基金

第23期(2024年度)国内枠助成 公開プレゼンテーション

2024 年 7 月 21 日(日) 東洋大学白山キャンパス 1 号館 1601 教室＋Zoom によるハイブリッド開催

この公開プレゼンテーションは、高木基金の 2024 年度国内枠助成の最終選考の一環として開催

するもので、書類選考を通過した 17 件の応募者の内の 12 件について、調査研究のねらいや実施方

法、期待される成果などを、応募者のみなさんに直接、発表していただきます。それぞれの発表は

15 分、質疑応答 10 分という限られた時間ではありますが、ご参加のみなさんから、率直なご質問

やご意見をお聞かせください。質疑応答の内容もふまえた上で、「市民科学」にふさわしい助成先

を終了後の高木基金の理事会で決定することとしています。

なお、オンライン参加の一般の方のご質問は、Zoom の「Ｑ＆Ａ」に書き込んでいただき、それ

を司会が紹介するかたちですすめさせていただきます（高木基金の役員は、オンラインで直接、発

言します）。ご不便をおかけいたしますが、ご容赦ください。

公開プレゼンテーションは、応募者のみなさんが取り組む社会課題について、一般のみなさんに

知っていただく機会でもあります。発表を聞き、ディスカッションに参加する中で、参加者のみな

さんにとっても有意義な場になることを期待しております。

高木仁三郎市民科学基金 事務局長

菅波 完

第 23 期(2024 年度)国内枠助成の応募状況と選考経過

応 募 枠 国内枠調査研究助成

助 成 予 算 800 万円

過去の助成実績

に 応 じ た 分 類

【一般】 高木基金にはじめて応募する／過去に

1 回、助成を受けた実績のある個人・グループ

【継続】 高木基金から 2 回以上の

助成を受けた実績のある個人・グループ

助成上限金額 100 万円 原則として 50 万円、最大 100 万円

応 募 状 況 19 件 応募総額 1,393 万円 11 件 応募総額 763 万円

書類選考通過 10 件 応募総額 710 万円 7 件 応募総額 440 万円

最 終 選 考

書類選考を通過した 17 件の応募の内、12 件について、本日の公開プレゼンテーションで

調査研究計画の発表および質疑応答を行います。本日発表の対象としなかった 5 件に

ついては、別途、高木基金の理事会において面接を行いました。これらの内容をふまえて、

最終的に高木基金の理事会として、助成先・助成金額を決定します。

認定ＮＰＯ法人 高木仁三郎市民科学基金
〒160-0008 東京都新宿区四谷三栄町 16-16 iTEX ビル 3 階

事務局携帯 070-5074-5985 FAX 03-5539-4961

E-mail info@takagifund.org http://www.takagifund.org



発表
番号

グループ名・発表者名
★印はオンラインでの発表

テーマ 応募金額
資料

ページ

10:00

1
外環振動・低周波音調査会

上田 昌⽂さん

外環道大深度工事で発生した振動・騒音・低周波音による被害

の実態把握とそれへの対策に関する調査
50万円 p.3〜

2
原⼦⼒規制を監視する市⺠の会

阪上 武さん

能登半島地震により浮かび上がった複合災害時の避難及び救援

に関する諸問題についての調査研究
50万円 p.15〜

3

世界の核被害者と連帯する作業部会

川野 ゆきよさん・

井上 まりさん ★

第3回核兵器禁⽌条約締約国会議と広島・⻑崎被爆80周年に向

けて、世界核被害者の声を反映する救済政策の実現を目指す行

動計画

100万円 p.19〜

11:55

4
避難計画を案ずる関⻄連絡会

島田 清⼦さん

福井県内の原発では初となる、使用済燃料のサイト内乾式貯蔵施設の建設につ

いて、30km圏内の関⻄住⺠の意識を調査する。福井県内の市⺠団体と協⼒し、

その結果を、⾃治体、議員、市⺠へ知らせ、⾃治体申⼊れ等で伝える。住⺠不

在の原子力の推進のあり方にも、広く問題提起していく。

50万円 p.25〜

5
原子力資料情報室

高野 聡さん

地域分断の阻⽌と⽂献調査拒否を勝ち取った⻑崎県対⾺市の住

⺠運動の研究
40万円 p.31〜

6 日野 行介さん
隠された行政プロセスの公文書開示による原発避難計画の実態

解明
50万円 p.37〜

14:35

7
水島地域環境再生財団

塩飽 敏史さん ★

備讃瀬⼾海域における海底環境の変化に関する研究

〜海域環境も含めた流域治⽔の基礎的な資料として〜
100万円 p.41〜

8
熊本の環境を考える会

間 澄⼦さん *1
半導体工場の立地操業に伴うリスク要因分析 50万円 p.47〜

9
FoE Japan

柳井 真結⼦さん
リニア中央新幹線工事の残土処分の影響調査 100万円 p.57〜

16:30

10
アンパルの自然を守る会

井上 志保里さん
琉球列島最大規模の湿地帯、樽舞湿原の生態系価値の評価 50万円 p.61〜

11 小谷 英里さん
加害を伝える実践の生成過程

 ―⻑崎で朝鮮⼈被爆者はどのように表層化したのか―
100万円 p.67〜

12
みんなのデータサイト

藤田 康元さん

実践・市⺠放射能測定室の作り⽅

〜市⺠が培った確かな測定技術の継承を⽬指して〜
50万円 p.73〜

18:25

*1 代表の西村澄子さんに代わり、間 澄子さんが発表します。

13
地域づくり工房

傘木 宏夫さん
再エネ乱開発とたたかう住⺠運動の調査と⽀援制度の提案 90万円 p.81〜

14
木質バイオマス発電チェック市⺠会

議 川端 眞由美さん
木質バイオマス発電による放射能汚染の拡散調査 20万円 p.85〜

15
脱炭素のための軍縮を求める会

まつだ かなこさん
⾃衛隊と在日⽶軍の航空機のGHG排出量の市⺠調査 100万円 p.91〜

16
福島老朽原発を考える会

⻘木 ⼀政さん
リネン吸着法の吸着メカニズム解析と絶対値評価 100万円 p.95〜

17 原田 浩二さん 市⺠によるPFAS調査のための化学分析基盤の構築（第2期） 50万円 p.101〜

今回の助成選考で、書類選考を通過した17件の内、上記の12件は公開プレゼンテーションの発表対象とし、以下の5件は、

高木基金の役員によるオンライン面接を行いました。面接対象の5件についても同じ形式で資料を添付しました。

【開会・趣旨説明】      

10:15

〜

11:55

12:55

〜

14:35

14:50

〜

16:30

高木基金 第23期（2024年度）国内枠調査研究助成
公開プレゼンテーション プログラム・当日資料目次

16:45

〜

18:25

【事務局⻑挨拶・閉会】      

【 昼食休憩（60分） 】      

【 休 憩（15分）】      

【 休 憩（15分）】      



2024/7/21 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

2020年 10月 18日に調布市で起こった東京外環道トンネル工事に伴う陥没事故を機に、周辺地域では

被害と補償をめぐって、さらにはトンネル工事の継続や地盤改良工事の実施の可否やそのリスクをめぐっ

て、事業者（国土交通省、NEXCO東日本、NEXCO中⽇本）が、これまでに住⺠が納得できる調査や情報

提供を行ってこなかったことからくる様々な問題が噴出している。2021年及び2022年の高木基金の助成

を受けて、市⺠科学研究室が被害者住⺠らと共同で「外環振動・低周波⾳調査会」を⽴ち上げ、地盤・地

質、振動・騒音、そして環境センシングの分野の専門家の協力を取り付けつつ、振動・低周波音による健

康被害（2021年 12月 11日に報告会）ならびに建物損壊（2022年 7月に第一次、2023年 5月に第二次

報告会）の実態調査を実施した。これらと並行して、地下工事から発生する振動を常時モニタリングする

必要を痛感し、簡易な振動計（既存の振動加速度センサーのアプリケーションを改良して中古 iPhoneに

装備したもの）を用いてデータを自動記録するシステムを開発し、シールドマシンによる掘進が進行・再

開されているエリア（外環道の練馬、三鷹、世田谷エリア、横浜環状南線エリア、リニア中央新幹線エリ

ア）で計測を続けている。さらに、調布エリアで2023年夏から開始された地盤改良工事、ならびに、上

記各エリアでの地下掘進での、振動・騒⾳・低周波⾳に起因する種々の被害を、各エリアの住⺠と連携し

つつ未然に防ぐために、事業者へ種々の質問状の提出と直接交渉、地元での学習会や見学会の実施を重ね

ている。これまで3年間に蓄積した地盤や⼯法やモニタリングなどに関する知⾒と本調査で⽰した市⺠科

学的⼿法を、広く全国の住⺠に提供するために、最新の情報を提供するウェブサイトを構築し、問題の全

体を概説する書籍を刊行する。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
現地と市⺠研事務所の往復 40回

専門図書館・専門家訪問など10回

1,000☓2☓50＝100千円
100 60 40

資料費
論文、専門書籍など10点

1,000☓10＝10千円
10 0 10

機材･備品費
中古 iPhone購入及びデータ管理

15,000✕4（台）＋20千円
80 80 0

会議費
オンラインサービス使用料 20千円

調布市等喫茶店等利用 20千円
40 0 40

印刷費 集会・記者会見資料 40 0 40

協力者謝礼等
専門家ヒアリング謝礼 5名

5,000☓5＝25千円
25 0 25

人件費
月30時間☓1人(原稿執筆とウェブサ

イト構築) 1,000☓1☓30☓12
360 240 120

運営経費 報告会開催会場費広報費用など 40 0 40

事務所使用費 家賃（月額10万円）の1割補助 120 120 0

その他 通信費・郵送費 20 0 20

合 計 835 500 335

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・市⺠科学研究室 http://www.shiminkagaku.org/

グループ名

・代表者名

外環振動・低周波音調査会

上田 昌文さん

助成応募

金額
50万円

調査研究の

テーマ

外環道大深度工事で発生した振動・騒音・低周波音による被害の実態把握と

それへの対策に関する調査
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【調査研究の概要】

能登半島地震により、重大な自然災害と原発重大事故の複合災害に際して、現状の原子力防災・避難計

画では対応できないことが以下のように明らかになった

・PAZ（５キロ圏）では、放射能放出前に避難完了となっているが、道路が寸断されるなどして避難がで

きないおそれがある

・PAZ（５キロ圏）において、避難が困難な方のために放射能を低減する陽圧化設備を施した施設がある

が、地震により機能しないおそれがある。また、一般の方がそこに避難するには収容人数が圧倒的に足り

ない

・UPZ（３０キロ圏）では屋内退避、線量によって避難・一時移転となっているが、家屋倒壊や道路の寸

断などにより、屋内退避も避難もできないおそれがある

・全国から消防、警察、⾃衛隊、公務員、⺠間団体が緊急にかけつけ、⼈命救助、消⽕、道路啓開などに

あたったが、放射能が放出された場合、救援要請はどこまでできるのか、被ばく管理は誰がどうするのか

明らかでない

現状の原子力災害対策指針や「緊急時対応」は見直しが図られて当然だが、原子力規制委員会は、複合

災害時には自然災害への対応を優先するので見直しの必要はないとしている。「緊急時対応」についても既

存のものも含めてすべてを見直す必要があるがその動きはない

本研究では、能登半島地震の実情調査を実施し、東日本で再稼働が問題になっている東海第二、柏崎刈

⽻、⼥川原発の実情調査と避難計画の検証を市⺠科学の⽴場で⾏う。調査結果に基づき、⾏政に対して抜

本的な見直しを求めていく

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
調査及び講演・交渉への招へい

柏崎、石巻、東海、各８往復分
376 270 106

資料費 調査資料 30 30 0

機材･備品費 0 0 0

会議費 会場費 20 20 0

印刷費 チラシ・リーフレット印刷 50 30 20

協力者謝礼等 講演料 30 30 0

運営経費 事務所経費 240 120 120

合 計 746 500 246

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・原子力規制を監視する会 http://kiseikanshi.main.jp

グループ名

・代表者名

原⼦⼒規制を監視する市⺠の会

阪上 武さん

助成応募

金額
50万円

調査研究の

テーマ

能登半島地震により浮かび上がった複合災害時の避難及び救援に関する

諸問題についての調査研究
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【調査研究の概要】 世界核被害者のための救済政策の実現に向けて、2024年 8月以降オンラインで

少なくとも 2回、 2025 年 3 月の 2つの国連会議に合わせてニューヨークで 2回フォーラムを開催し、

2025年 8月以降に開催予定の国際フォーラムの準備を進める。

2025年 3月の第3回核兵器禁⽌条約締約国会議及び、広島・⻑崎原爆 80周年に向けて、（1）世界各地

でウラン活動から、原子力や劣化ウランを含むあらゆる核開発、汚染水問題を含む核廃棄物処理までの、

各段階で生み出される核被災地の深刻な実態を核被害者の証言から明らかにし、（2）被ばく問題に詳しい

専門家の知見を集め、（3）核利用の廃絶と、核被害者の声を反映させた核被害者救済を目的とする政策提

言を幅広い層の参加者と議論し、（4）世界の核被害者との国際的連帯を実現する。（5）2015年広島市で開

催された「世界核被害者フォーラム」による「世界放射線被害者人権憲章」を検証し、核被害者の現状と

声を反映した改訂版作成に向けて話合いの場を作る。（6）2025年 3月にニューヨークの国連本部で開催さ

れる核兵器禁止条約締約国会議と女性の地位委員会に合わせ、フォーラムや反核集会を企画し、核の根本

的な廃絶と核被害者救済を目的とする政策提言を国際社会に訴える。（7）2025年 8月以降に広島市での開

催を希望している核被害者と専門家による国際会議実現に向けて、より多くの世界の核被害者や核問題に

詳しい専⾨家や市⺠社会と交流し、国際会議開催の基盤を固める。

【フォーラムのテーマ】

（1）被ばくの影響、（2）ウラン活動、原爆、核実験、原発、劣化ウラン、その他の核施設や核廃棄物処理

からの汚染の影響、（3）核被害者訴訟の動き、（4）世界核被害者救済と汚染地域の環境修復を目的とする

政策、（5）核被害者の実態と声、（6）核被害と女性の権利。

【フォーラム招聘・交流対象】

ウラン活動被害（印・米・アフリカ）、被爆者、核実験被害（マーシャル諸島、高知など）、原発事故被災

者（福島）、核施設からの汚染被害を受けた地域の活動家（⽶・ロ）、汚染⽔放出問題に取り組む地域住⺠

（福島・太平洋諸国）、医科学・歴史専門家、法律家、国際NGO団体、反核・反原発運動団体、若者、一

般参加者。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
NY フォーラム登壇者旅費、滞在

費、日本への旅費、滞在費
1,200 600 600

資料費 チラシ、資料 10 10 0

会議費 会場費（ニューヨーク2回） 150 100 50

印刷費 資料、広報用印刷 50 50 0

協力者謝礼等
オンラインとNYフォーラム登壇

者・通訳者、チラシデザイン謝礼
220 110 110

運営経費
通信料、文具、タグ、名札、ズー

ム通信経費、記録用テープ
100 100 0

その他
講師・コーディネーター・登壇者

飲料、銀行・送金手数料、など
80 30 50

合 計 1,810 1,000 810

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・

グループ名

・代表者名

世界の核被害者と連帯する作業部会

川野 ゆきよさん・井上 まりさん

助成応募

金額
100万円

調査研究の

テーマ

第3回核兵器禁⽌条約締約国会議と広島・⻑崎被爆 80周年に向けて、

世界核被害者の声を反映する救済政策の実現を目指す行動計画
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【調査研究の概要】

関⻄電⼒の若狭の 3つの原発（高浜、大飯、美浜）の使用済燃料プールは満杯に近づいている。3〜5年

程で満杯になり、原発の運転継続ができなくなる。そのために、敷地内に新たに乾式貯蔵施設を建設しよ

うとしている。4月から規制委員会での審査が始まっている。

2⽉福井県議会や福井県⺠、関⻄市⺠から反対する陳情等の多くの声があったにもかかわらず、知事は

住⺠説明会を開くこともなかった。他⽅、滋賀県は私たちの要請内容を踏まえて、乾式貯蔵の期間が決ま

っていないことや安全性に懸念があるという内容で、3月22日に安全協定を基に関電に意見書を出した。

乾式貯蔵は老朽原発の運転継続を狙ったものである。また、乾式貯蔵の期間も、乾式貯蔵後の搬出先も

決まっておらず、地元が核のゴミ捨て場になる危険がある。関電の「個別格納方式」は、土砂災害等で給

気口が塞がれれば自然対流はできなくなる危険もある。

乾式貯蔵の最初の計画は高浜原発敷地内につくるもので、来年2025年に工事を開始し、2027年には運

用を開始しようとしている。工事開始の前には、福井県知事等の事前了解が必要になる。

住⺠への説明もなく、⼀⽅的に進められている乾式貯蔵の問題について、関⻄の 30km圏内で⼾別訪問

を⾏いアンケート等で近隣住⺠の意識を可視化できることを⽬指す。

住⺠不在の原⼦⼒の推進のあり⽅にも、広く問題提起していく。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費

電車5千円(平均)×延80人=400

ガソリン代+高速代(複数回)＝70

宿泊費 10千円×約３人=30

500 250 250

資料費 配布用リーフ（追加5千部予定） 50 50 0

機材・備品費 横断幕作成（複数枚）、事務用品 50 30 20

会議費 会議及び学習会 室料４〜５回 50 50 0

印刷費
アンケート、申入れ資料・学習会

資料印刷、封筒等
90 60 30

協力者謝礼等 学習会講師への謝礼 約2名 40 30 10

外部委託費 リーフデザイン料 20 10 10

その他 通信費 30 20 10

合 計 830 500 330

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・避難計画を案ずる関⻄連絡会 https://www.jca.apc.org/mihama/bousai/bousai_room.htm

グループ名

・代表者名

避難計画を案ずる関⻄連絡会

島田 清子さん

助成応募

金額
50万円

調査研究の

テーマ

福井県内の原発では初となる、使用済燃料のサイト内乾式貯蔵施設の建設について、

30km圏内の関⻄住⺠の意識を調査する。福井県内の市⺠団体と協⼒し、その結果を、

⾃治体、議員、市⺠へ知らせ、⾃治体申⼊れ等で伝える。

住⺠不在の原⼦⼒の推進のあり⽅にも、広く問題提起していく。
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【調査研究の概要】

本研究は2023年に⽂献調査応募に揺れた⻑崎県対⾺市における住⺠運動を扱う。具体的には、住⺠運

動を担った住⺠へのインタビューを通して、対⾺市⻑による調査受け⼊れ拒否を勝ち取った住⺠運動の実

態を明らかにする。その際、4つの点を明らかにしたいと思っている。

第⼀に、住⺠運動の戦略だ。地域の合意形成を軽視した⽂献調査推進により、住⺠間で地域分断の危機

に陥った。そんな中、対⾺の住⺠運動には、明確に反対を掲げながらも分断を悪化させないことも考慮し

たグループや、あえて調査の賛否を明らかにせず住⺠間の対話を重視したグループなどが存在した。住⺠

運動の様々なフレーミングや戦略を把握したい。

第⼆に、住⺠主体の町づくりへの考えと実践だ。⽂献調査応募を推進した住⺠グループは交付⾦による

地域経済の復興を画策した。それに対抗する形で真の住⺠⾃治を模索した運動の⼀側⾯を明らかにしたい。

第三に、地層処分事業者の原子力発電環境整備機構（NUMO）による対⾺住⺠への懐柔⼯作だ。この間、

NUMOによる地層処分関連施設への視察旅⾏や⼾別訪問による説得など、透明で公正な議論による意思決

定を阻害するような⼯作があったという証⾔が住⺠から出ている。地域で⽂献調査の受け⼊れを狙う

NUMOが住⺠に対し、具体的に⽔⾯下でどのような働きかけを⾏っているのか解明したい。

第四に、現在の文献調査推進の方法に対する改善策だ。NUMOによる懐柔工作を跳ね返し、調査受け入

れ拒否を勝ち取った住⺠は、経済産業省やNUMOに対して最終処分政策の改善を望んでいることが予想さ

れる。運動の中で住⺠が経験した調査推進の問題点とそれに対する改善策を提⽰したい。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費

航空券等 往復旅費６万円×2回

ホテル代7千円×8泊（第1回訪

問）＋3泊（第2回訪問）

197 197 0

資料費 書籍購入費 28 28 0

会議費
ウェビナー開催時の講演者（対馬

住⺠）への謝礼 2人×1万円
20 20 0

印刷費 報告書製本代：300冊 80 80 0

協力者謝礼等
住⺠へのインタビュー謝礼費

：5千円×15人
75 75 0

合 計 400 400 0

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・原子力資料情報室 https://cnic.jp/

グループ名

・代表者名

原子力資料情報室

高野 聡さん

助成応募

金額
40万円

調査研究の

テーマ
地域分断の阻⽌と⽂献調査拒否を勝ち取った⻑崎県対⾺市の住⺠運動の研究













2024/7/21 高木基金 公開プレゼンテーション当日資料

【調査研究の概要】

東京電力福島第一事故での避難の混乱を受けて、政府は原発30㌔圏内の自治体に避難計画の策定を求め

る方針に転換した。1か所の対象人口は数十万人（最多は日本原子力発電東海第二原発の92万人）と膨大

で、計画の実効性に対しては「絵に描いた餅」「机上の空論」と、当初から国⺠の疑いの⽬が向けられてき

た。

2024年 1月 1日に発生した能登半島地震では北陸電力志賀原発30㌔圏内で多数の家屋が倒壊し、道路

は崩落。モニタリングポストは通信が途絶えた。UPZ（5〜30㌔圏）の屋内退避、自家用車による避難、

実測値に基づく判断――という、原子力規制委員会が定めた原発避難計画の基本原則が複合災害（地震な

ど自然災害による原発事故）では機能しない現実を示した。それでも規制委は改める姿勢を見せない。原

発避難計画が木片を組み上げたジェンガタワーのようなもので、少し動かすと全てが崩れる〝虚構〟であ

り、安全審査の対象外のため策定プロセスがブラックボックスで基本的な資料さえ公表されておらず、技

術的な検証は無いに等しいためだ。つまり政府は「変えられない」し、「変えなくても済む」のだ。そんな

無意味な計画を作らせる理由は、事故によって停止した原発の再稼働を正当化する以外にはない。

⻑年の原発調査報道で培った情報公開請求の技術によって、事故直後までさかのぼって国と⾃治体によ

る非公開の会議や調査などの公文書を入手し、壮大な虚構の詳細および全容と、隠された政府の真意を立

証する。⼊⼿した公⽂書は住⺠訴訟の原告団などに提供するとともに、整理して書籍化し、広く⼀般に伝

える。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
省庁担当者、研究者へのヒアリ

ング
200 200

資料費 情報公開請求手数料、コピー代 300 300

機材・備品費

会議費

印刷費

協力者謝礼等

外部委託費

その他

合 計 500 500

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・『情報公開が社会を変える 調査報道記者の公文書道』（ちくま新書）

応募者名 日野 行介さん
助成応募

金額
50万円

調査研究の

テーマ
隠された行政プロセスの公文書開示による原発避難計画の実態解明
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【調査研究の概要】

近年、瀬⼾内海の漁業者からは、底モノと⾔われるエビやシャコなどの減少が著しく、その原因の⼀つ

として、2018年 7⽉の「⻄⽇本豪⾬災害」時に流出した⼟砂が海底に堆積しているためとの声が聞かれる。

地球の平均気温の上昇に伴う「気候危機」により、大雨や洪水等の自然災害の増加が懸念される昨今、流

域治水による減災対策を進める考え方が広がりつつあるが、海域にもその影響が及ぶことを鑑みた対策を

検討することが必要であると考える。

そこで、本研究においては、備讃瀬⼾海域において海底⼟壌の採取による粒度分析と底層の採⽔による

溶存酸素濃度の計測を行う。その結果を2004〜2008年度にかけて実施した海底土壌の粒度分析調査や行

政による調査結果と比較する。そのことで、豪雨災害による土砂の流入の実態把握と底層域の環境に与え

る影響を分析する。調査結果をとりまとめた報告書・論文の作成や、学会等での発表を行うことで、今後

の海底環境の改善や、海域も含めた流域治水による災害対策の取り組みの進展に資することを目指す。調

査は、複数年継続することで、その結果を基に、より豊かな瀬⼾内海の復活と流域の河川管理などの政策

へも資するよう、行政との協働の場づくりに生かすことを目指す。

調査にあたって、地元の高校生や大学生などの若者と一緒に採取・分析を行うことで、将来を担う若者

などに調査研究の⼿法を学ぶ機会を提供し、より深く瀬⼾内海の環境について関⼼を持って学ぶことに繋

がることを目指す。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳
支出
金額

高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
・採泥・採水用スタッフ旅費

＠37/㎞×120㎞×6人日
26 26 0

機材・備品費

・粒度計測用篩（2㎜、0.5㎜、0.125㎜、

0.06㎜） ＠20

・溶存酸素計 ＠200

220 220 0

印刷費 ・報告会案内チラシ印刷費＠40 40 40 0

協力者謝礼等 ・採泥・分析作業謝金 ＠20/日×6人日 120 120 0

外部委託費
・採泥、採水用傭船 ＠55×3回

・採泥、採水用バス借上げ ＠40/回×3回
285 285 0

人件費
・スタッフ人件費 ＠25.9/日×15人日

・データ入力等作業代 ＠1.2/h×5×8日
436 269 167

その他
・採泥器レンタル＠10/日×3回

・通信費（振込手数料、資料郵送費）＠10
40 40 0

合 計 1,167 1,000 167

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・公益財団法人水島地域環境再生財団 https://mizushima-f.or.jp/

グループ名

・代表者名

水島地域環境再生財団

塩飽 敏史さん

助成応募

金額
100万円

調査研究の

テーマ

備讃瀬⼾海域における海底環境の変化に関する研究

〜海域環境も含めた流域治⽔の基礎的な資料として〜
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【調査研究の概要】

世界的な大手半導体企業であるTSMC(台湾積体電路製造)及びその子会社である JASMの半導体製造工

場の第1工場と第2工場が熊本県菊陽町に建設され、2024年 12月から出荷が開始され、2027年以降に本

格操業の予定とされている。この半導体工場では、大量の地下水の汲み上げ使用と電力の多消費が計画さ

れており、また、数多くの有害化学物質や危険な有害ガスを使用するため、その製造工程で爆発・火災な

どの災害リスクとともに、工場内労災・職業病の発生と合わせて、工場外の地域環境の大気、水、土壌な

どの環境汚染と、産業廃棄物の排出等による多種多様なリスクの発生が予測されることから、まずはその

リスク要因分析を行うことによって、公災害の発生の未然防止に資するための調査研究を行なう。また、

この調査研究の一環として、TSMCの本社⼯場がある台湾の新⽵市をはじめとする台湾の⻄海岸の都市に

所在するハイテクパークの視察見学（台湾における半導体工場を見て、知って、理解し、学ぶツアー）と、

関係行政機関に対するヒアリング及び環境NGO団体との交流を行なうことで、既設半導体工場における

諸問題に関する情報収集を行なうことにより、リスク要因分析作業の一助とする。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

研 修 費
台湾視察５万円×4人

学習会 年1〜2回
200 100 100

会 議 費 会場費・交通費補助 100 100 0

事務費/印刷 40 40 0

講演会運営費

講師謝礼等
150 110

資料代

40

その他/雑費 報告書作成 50 50 0

予 備 費 研修費等補填 100 100 0

合 計 640 500 140

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・熊本の環境を考える会 https://note.com/kumakan2023/

グループ名

・代表者名

熊本の環境を考える会

⻄村 澄子さん

助成応募

金額
50万円

調査研究の

テーマ
半導体工場の立地操業に伴うリスク要因分析





シリコンアイランド九州の計画と
熊本に集中する半導体関連企業30社

㈱インターアクション
【長崎市・光学系装置】 ○開発拠点新設

北川精機㈱ 【長崎市・プリント基板関連装置】
○拠点新設、立地協定（長崎県・長崎市）

長崎県

大分県

双日㈱・メキシケムジャパン㈱
【北九州市・フッ化水素製造】
○フッ素原料製造拠点建設

日本ファインテック㈱ 宮若工場
【宮若市・半導体製造装置組立加工】
○新棟建設

九州住友ベークライト㈱
【直方市・封止材】
○設備増強

福岡県

北原ウエルテック㈱ 【鳥栖市・半導体製造装置部品】
○新工場建設、立地協定（鳥栖市）

富士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ㈱
【菊陽町・電子材料】 ○設備増設

Japan Advanced Semiconductor Manufacturing㈱
【菊陽町・ファウンドリー】 ○新工場建設（22/28 、12/16 nm）

大陽日酸㈱ 【菊陽町・特殊ガス】
○保管施設開設、支店移転

SUS株式会社 熊本事業所
【菊陽町・製造装置部品】 ○事業所増設

㈱SUMCO 【伊万里市・シリコンウエハ】
○300ミリウエハ生産能力増強に向けた設備等導入

三菱ケミカル(株)
【北九州市・半導体材料】
○設備増強

クアーズテック㈱
【川棚町・フォトマスク】
○設備増強

東京応化工業㈱ 【菊池市・高純度化学薬品】
○新工場建設、立地協定（菊池市）

応用電機㈱ 【菊池市・半導体検査装置】
○新工場建設、立地協定（菊池市）

倉敷紡績㈱ 【菊池市・製造装置用樹脂加工品】
○新棟建設、立地協定（菊池市）

日本電子材料㈱
【菊池市・プローブカード】 ○新棟建設

平田機工㈱ 【菊池市・半導体関連生産設備】
○工場建替拡張

日信商工㈱ NISCO熊本
【菊池市・装置部品】○工場新設

㈱荏原製作所
【南関町・半導体製造装置】
○新棟建設

第一電材エレクトロニクス㈱ 【山鹿市・電線ケーブル】
○新工場建設、立地協定（山鹿市）

㈱SCREEN SPE サービス
【益城町・半導体製造装置保守】
○新棟建設

㈱JCU 【益城町・半導体関連薬品】
○新棟建設

淀川ヒューテック㈱
【益城町・製造装置部品】
○新工場建設

㈲花菱精板工業【延岡市・製造装置部品】
○移転増設

㈱中園工業所【延岡市・製造装置部品】
○新棟建設

京セラ㈱ 【諫早市・先端半導体関連部品】
○新工場建設

ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング㈱ 長崎TEC
【諫早市・CMOSイメージセンサー】○工場拡張

カンケンテクノ㈱
【玉名市・半導体関連機器】
○新工場建設

日本ファインテック㈱ 岡垣工場
【岡垣町・半導体製造装置組立加工】
○新棟建設

㈱テラプローブ 【芦北町・テスト工程】
○設備増強、立地協定（芦北町）

㈱ケイ・エム・ケイ 【宇城市・製造装置部品】
○新工場建設、立地協定（宇城市）

三菱電機㈱パワーデバイス製作所
【福岡市・パワー半導体】
○次世代半導体開発試作棟の建設
○パワー半導体後工程の新工場棟建設

㈱ジャパンセミコンダクター
【大分市・パワー半導体】 ○設備増強

㈱スズキ
【大分市・半導体製造用機器等販売】
○新棟建設（保管倉庫）

大分デバイステクノロジー㈱
【大分市・パワー半導体】 ○設備増強

ルネサスエレクトロニクス㈱
大分工場
【中津市・マイコン・SOC半導体】
○設備増強

㈱佐々木精工 【豊後高田市・製造装置】
○新工場建設（移転）

㈱エリア 【杵築市・半導体テスト開発等】
○設備増強

吉川工業アールエフセミコン㈱
【新富町・テスト工程】○工場増設・設備増強

三菱電機㈱ 【菊池市、合志市・パワー半導体】
○SiCウエハに係る新工場棟建設及び設備増強

京セラ㈱ 国分工場
【霧島市・積層セラミックコンデンサ（MLCC）等】
○MLCC生産容量拡大や技術開発強化を目的とし
た新工場の建設
東フロコーポレーション㈱ 【霧島市・流量計】
○移転増設、立地協定（霧島市）

マイクロカット㈱【霧島市・製造装置部品】
○工場増設

京セラ㈱ 鹿児島川内工場
【薩摩川内市・有機パッケージ等】
○有機パッケージ、水晶デバイス用パッケージの生産
増強を目的とした新工場建設

九州の半導体産業の動向 企業の主な設備投資計画・立地協定 合計68件、2兆2,240億円超
(金額は公表企業分等の合計額）

各社・各県・経済産業省等のHP上の情報から九州経済産業局が作成（2021年4月～2023年8月末時点）

日本マーテック㈱
【菊池市・半導体分析】○事業所開設

ナカヤマ精密㈱
【菊陽町・製造装置部品】 ○新棟建設

メック(株)北九州工場
【北九州市・電子基板薬品製造】
○製造拠点新設

ルネサスエレクトロニクス㈱
【熊本市・マイコン】 ○設備増強

熊本県

東京エレクトロン九州㈱ 【合志市・半導体製造装置】
○感光剤の塗布・現像を行う装置や洗浄装置の開発を行う開発棟の建設

㈱オジックテクノロジーズ
【合志市・表面処理】○設備増強

日本通運㈱
【益城町・物流倉庫】 ○倉庫新設 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング㈱ 熊本TEC

【合志市】○用地取得（表明）

エアウォーター㈱【大津町・特殊ガス等】
○半導体向け特殊ガス保管倉庫等の拠点整備

NRS㈱ 【大津町・半導体関連化学品輸送】
○拠点新設、立地協定（大津町）

ジャパンマテリアル㈱
【大津町・半導体製造用ガス供給装置】
○立地協定（大津町）

伸和コントロールズ㈱
【大村市・半導体製造装置修理】 ○拠点新設

SUMCO TECHXIV㈱ 【大村市・シリコンウエハ】
○300ミリウエハ生産能力増強に向けたユーティリティ設備等導入

㈱タケシタ 【大木町・半導体製造装置部品】
○設備増強

宮崎県

佐賀県

㈱レスターエレクトロニクス【大津町・半導体製品検査】
○試験設備増強、立地協定（大津町）

ローム㈱【国富町・パワー半導体】
○SiCパワー半導体生産拠点新設

デンカ(株)【大牟田市・半導体材料】
○設備増強

㈱SUMCO 【吉野ヶ里町・シリコンウエハ】
○300mmシリコンウエハ生産基盤整備
㈱岡本工作機械製作所【伊万里市・半導体機械修理】
○半導体サービス拠点拡充

ローム・アポロ㈱筑後工場
【筑後市・パワー半導体】
○EV等向けパワー半導体
の生産能力増強

DOWAエコシステム㈱
【宇城市・リサイクル事業】 ○新工場建設

フェニテックセミコンダクター㈱
鹿児島工場
【湧水町・半導体製品製造】○CR増床

㈱フェローテックHD【大津町・製造装置部品】
○拠点新設、立地協定（大津町）

※為替レートは2023年8月14日時点

鹿児島県











地下水、河川、飲料水、大気汚染、土壌のリスク調査の視点と方法 ②

くまかんが任意で採水した水の水質検査結果

協力 京都大学 原田浩二准教授
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【調査研究の概要】

リニア中央新幹線のトンネル掘削からは膨大な残土が発生します。環境影響評価には、残土置き場はほ

とんど含まれておらず、現在、JR東海はトンネル掘削と併行して残土の処分先を探しています。候補地と

なる場所には、土砂災害のリスクの増加、森林や湿地の破壊、生態系への影響、そして、有害な重金属を

含む「要対策土」による汚染などが懸念される場所もあります。しかし、リスクの高い残土置き場や要対

策⼟処分地の周辺住⺠でも、⼗分な情報を提供されていません。限られた情報の中での受け⼊れ判断や対

応が迫られています。

本調査研究では、まず、沿線全体の残土処分状況、処分先が決っている残土量の把握を行います。次に、

土砂災害や要対策土による汚染リスクのある個別案件を調査し、具体的なリスクや問題点を明らかにして

いきます。また、住⺠参加型環境調査を実施し、要対策⼟置き場候補地の⽔質や⽣態系の基礎データを得

て、将来の汚染リスクに備えます。この活動は、残⼟置き場周辺の住⺠にできる環境調査の先例として、

他の地域の住⺠にも共有します。さらに、調査研究活動全体を通して、各地の市⺠団体や住⺠、さらにメ

ディアのリニア残土の問題への関心、理解と、監視能力を高め、地方自治体やJR東海に適正な処理を行わ

せる圧力となることを期待できます。また、残土問題を通して、リニア事業の計画性の欠陥、杜撰さ、環

境や地域住⺠を蔑ろにする姿勢を明らかにしていきます。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費

ガソリン代 50 千円、高速代 5 千

円✕8回、高速バス代4千円✕4回

宿泊費 8千円✕2回

122 122 0

資料費 書籍代 6 6 0

機材･備品費
アルコール温度計、PH メーター

(比色式)、電気伝導度計、試薬等
72 72 0

会議費
会場使用料 10千円✕3

ZOOM使用料 30千円
60 60 0

印刷費
チラシ作成費 50千円

資料コピー代 40千円
90 90 0

協力者謝礼等
講師謝金 20千円✕7回

協力者謝金 10千円✕10回
240 240 0

外部委託費 チラシ、資料デザイン委託費 100 100 0

人件費 スタッフ人件費10千円✕48日 480 300 180

運営経費 文房具、記憶媒体等、通信費 20 10 10

合 計 1,190 1,000 190

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・国際環境NGO FoE Japan https://foejapan.org/

グループ名

・代表者名

FoE Japan

柳井 真結子さん

助成応募

金額
100万円

調査研究の

テーマ
リニア中央新幹線工事の残土処分の影響調査
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【調査研究の概要】

与那国島は⽇本最⻄端に位置する国境の島で、最も近い⻄表島からも 83km離れており、渡り鳥の経由

地や固有種が多く生息する独自の生態系を有する。その中でも比川集落にある樽舞湿原は沖縄県に残され

ている最大級の湿地帯であり、「生物多様性の観点から重要度の高い湿地500」に選定されている。

しかし、樽舞湿原は与那国町が政府に提出した「比川港湾」計画による開発の危機にある。この計画は軍

事利⽤を前提としており、地域の市⺠は開発により、この湿地の消失を危惧している。

与那国島のアクセスの困難さから、樽舞湿原についての具体的な調査はほとんど行われておらず、特に

⽔⽣昆⾍や淡⽔⿂に関する情報はほとんどない。そのため、地域の市⺠による調査が重要であり、これを

通じて研究者の関心を喚起する必要がある。

樽舞湿原の開発が迫る中、生態系の基礎データや動物の調査報告が不足している。調査研究の手法として、

地形や水質の基礎データの収集や、生物調査を通じて固有種の発見を目指す。

調査研究の目的は、専門家が樽舞湿原を調査地として関心を持つためのデータを獲得することである。

基礎データの収集と新種・固有種が存在する可能性を通じて、湿地の保全と生物多様性の維持を目指す。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費 5万×3人×2回 300 240 60

資料費

機材･備品費

・GARMIN(ガーミン) GPSMAP 67

77千円 1台

・U24 電気伝導率ロガー(汽水・海

水用)107千円 3台

・水質キット 20千円

・そのほか備品50千円

341 260 81

会議費

合 計 641 500 141

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・アンパルの自然を守る会 https://www.facebook.com/anparu.org/?locale=ja_JP

グループ名

・代表者名

アンパルの自然を守る会

井上 志保里さん

助成応募

金額
50万円

調査研究の

テーマ
琉球列島最大規模の湿地帯、樽舞湿原の生態系価値の評価
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【調査研究の概要】

広島や⻑崎で原爆被害に遭った⼈々には、⽇本の⼈々のみならず、⽇本の植⺠地⽀配・占領下にあった

アジア・太平洋諸国出身者や連合国軍捕虜などが含まれる。しかし、原爆被害の解明や伝承の過程でかれ

らの存在が着目されることは少ない。

ホロコーストをはじめとした、ある共同体が共有する加害の記録は、しばしば目を背けたいものとして

忘却されたり、世界的に広がる歴史修正主義によって否定にさらされる。そして、出来事が軽んじられる

ことで抑圧構造の再生産に向かうことがある。他方で、実態解明や伝承を通じて暴力を問題化しようとす

る人々がいる。本研究の根底にある問いは、かれらはどのような経験に支えられて、いかなる実践をつく

りあげたのかにある。

過去の克服が社会課題とされるなかで、こうした取り組みは社会的、学術的に注目されてきた。しかし、

先行研究は、組織的な取り組みの動向に注目したものの、組織をかたちづくる個人の諸実践や経験を十分

に解明していない。そこで本研究では、とりわけ⻑崎で朝鮮⼈被爆者の掘り起こしと伝承に携わる⼈々に

焦点を当て、かれらの実践の⽣成過程を、個⼈の経験に即して明らかにすることを⽬指す。⻑崎市を拠点

とした調査では、フィールドワーク、参与観察、インタビューを実施する。

本研究後に申請者は、成果を論⽂や学会報告にて発表するのに加えて、アカデミアと市⺠社会の架橋を

意識しながら、様々な場で問題提起を続けていく。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
約120日の滞在（1泊4千円）、

5往復（一往復6万円）
780 780 0

資料費
図書館で手に入りにくい資料や

海外図書の購入
95 60 0

機材･備品費 0 0

会議費 0 0

印刷費 現地調査や図書館での資料印刷 50 30 10

協力者謝礼等
約25名（一人3千を想定）、滞

在協力謝礼（全部で5万を想定）
85 85 0

合 計 1,010 1,000 10

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・

応募者名 小谷 英里さん
助成応募

金額
100万円

調査研究の

テーマ

加害を伝える実践の生成過程

―⻑崎で朝鮮⼈被爆者はどのように表層化したのか―
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【調査研究の概要】

福島原発事故の後、市⺠による空間線量測定がすぐに始まった。引き続いて、⾷品や住環境の汚染の

実態を知るため、様々なバックグラウンドを持つ人々が集まり、放射能測定に必要な機器の選定調達・測

定技術の習得を経て、⽇本全国で市⺠測定室が⽴ち上がった。放射能測定の対象が公的測定マニュアルに

記載のない身の周りのあらゆるものに及んだため、試料調整・測定方法を工夫し正確な測定結果を得るた

め試行錯誤を経てノウハウを蓄積する必要があった。この貴重な測定室立ち上げと測定のノウハウは、市

⺠が広く共有できるものとしてまとめられていない。特に市⺠が培った確かな測定技術の継承は市⺠測定

室の活動の維持・向上を図る上で重要であるだけでなく、次の重⼤事故に際して市⺠が迅速に測定体制を

立ち上げるためにも不可欠である。以前より、測定室の作り方を教えて欲しいという海外からの要望も来

ている。本調査研究はこの課題に応えるものであり、市⺠科学としての重要性は明らかだと⾔える。本調

査研究の⼀年⽬には、市⺠測定室を対象に⽴ち上げ時から現在までの諸課題について尋ねる質問票調査と

インタビュー調査ととりまとめを行った。二年目は、インタビュー調査の対象を支援者・協力者に広げて、

調査結果を総合的に分析する。この分析を踏まえ、測定技術のノウハウを網羅した測定ガイドをまとめる。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

人件費

スタッフ人件費（１時間1200円）

インタビュー実施・分析10H

調査結果のまとめ20H

原稿執筆200H

編集作業200H

276 120 156

外部委託費

外部委託費（１時間1200円）

調査結果のまとめ20H

原稿執筆200H

作図・デザイン200H

編集作業200H

744 240 504

印刷費 資料のコピーや原稿出力 20 10 10

旅費・滞在費
直接訪問10カ所（@1万円想定）

その他はオンラインで対応
100 50 50

事務消耗品
トナーカートリッジ、封筒、コピ

ー用紙等
50 0 50

資料費 参考文献購入、論文閲覧費用等 100 80 20

合 計 1,294 500 794

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・みんなのデータサイト http://minnanods.net/

グループ名

・代表者名

みんなのデータサイト

藤田 康元さん

助成応募

金額
50万円

調査研究の

テーマ

実践・市⺠放射能測定室の作り⽅

〜市⺠が培った確かな測定技術の継承を⽬指して〜
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【調査研究の概要】

再生可能エネルギー（以下、再エネ）は、短期間・大規模に開発した場合、自然環境の破壊と、それを

管理する地域社会に分断をもたらす。大型ダムや原発の開発と同様に、エネルギーの一大消費地（大都市

部）を中⼼とした⼤量⽣産・⼤量消費型の社会を維持するために、植⺠地主義的な開発が進められている。

再エネ乱開発に対する住⺠らのたたかいは、けっしてNIMBYではなく、わが国の地域開発のあり方に

対する根源的な問いかけであり、住⺠⾃治の営みである。

本研究は、これまでの調査の蓄積と、再エネ推進政策の新たな展開による開発圧力の一層の高まりを踏

まえて、住⺠運動の現場を取材し、取組みの特徴や課題などを整理するとともに、住⺠らの⾃治的な活動

を支援する方策について、関係学会や行政に対して提言する。

調査対象10団体は、洋上⾵⼒（⼩樽市、由利本荘市）、陸上⾵⼒（宗⾕管区、⿃取市）、太陽光（神⼾市、

五條市）、地熱（指宿市、大崎市）、バイオマス（石巻市、恵那市）を予定し、申請者が現地を訪問して関

係者を取材するとともに、取材先の団体間によるオンライン交流会により、共通的な課題を抽出する。

研究の成果は、単著『再エネ乱開発〜環境破壊と住⺠のたたかい〜』（2024年 5月、自治体研究社）の

続巻として出版する。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳
支出金
額

高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費

（１）取材先（信濃大町駅より往復）

①小樽（2泊）：104千円、②由利本荘（2

泊）：70千円、③稚内（2泊）：164千円、

④鳥取市（2泊）：56千円、⑤滋賀県高島

市（1 泊）：46 千円、⑥五條市（1 泊）：

40 千円、⑦指宿市（２泊）：118 千円、

⑧大崎市（2泊）：56千円、⑨石巻市（2

泊）：54千円、⑩恵那市（1泊）：18千円、

（２）関係機関ヒアリング（同上）

東京：@15×2＝30千円

756 726 30

資料費 取材先からの購入：@2千円×10 20 20 0

協力者謝礼等 取材先謝礼：@10千円×10団体 100 100 0

人件費

アルバイト賃金（収集資料の整理、

記録作成、取材先との連絡調整等）

@1千円×5h×20人日＝100千円

100 50 50

その他
取材先・関係機関への書籍送料等

@300×40通＝12千円
12 4 8

合 計 988 900 88

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・NPO地域づくり工房 https://npo-omachi.studio.site/#info

グループ名

・代表者名

地域づくり工房

傘木 宏夫さん

助成応募

金額
90万円

調査研究の

テーマ
再エネ乱開発とたたかう住⺠運動の調査と⽀援制度の提案
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【調査研究の概要】

⻑野県東御市は、⼯業団地に誘致した信州ウッドパワー㈱の⽊質バイオマス発電の焼却灰放射能濃度を

毎月測定して市のホームページで公開してきた。

2023年 5月までの3年間はデータを見る限り100㏃/㎏を超えることは無かったが、6月末に132㏃/

㎏と初めて100㏃/㎏のクリアランスレベルを超えた。市は8月から測定を毎月2回に増やした。10月は

391㏃/㎏、12月は535.9㏃/㎏と放射能濃度が上昇しセシウム134も検出されたため12月27日、市は覚

書に基づき信州ウッドパワー㈱に協議を申し入れた。2024年 1月の焼却灰放射能濃度は810.1㏃/㎏だっ

たため、市は２月16日信州ウッドパワー㈱に「焼却灰の放射能濃度の上昇原因を把握し、数値の下降に務

めること」等申し入れした。

⽊質バイオマス発電チェック市⺠会議は信州ウッドパワー㈱の⽊質バイオマス発電による放射能汚染を

監視する為、2019年秋からリネン吸着法検査を行ってきた。ちくりん舎から届いた昨年11⽉〜2024年 2

月の測定結果は、「１ヶ所で微量のセシウム137を検出、もう1ヶ所は検出下限値以下のため定量化はで

きないがピークあり」№5と№8の 2ヶ所で「セシウム137は検出下限値以下のため定量化はできないが

ピークあり」との判定だった。市の焼却灰データと照合すると、信州ウッドパワー㈱の木質バイオマス発

電の燃焼で放射能が周辺地域に拡散していることが明らかになったと言える。

5月のリネン設置は木質バイオマス発電所のばい煙が流れる南の八重原台地で1箇所追加し、測定期間

を9⽉まで延⻑して定量下限値を下げて実施する予定だ。ちくりん舎⻘⽊⽒の 5年ぶりの学習講演会も予

定している。

今後も市による焼却灰放射能濃度測定と公表を継続させると共に、リネン吸着法検査をより効果的に行

ない、放射能汚染地域の燃料材の搬入や燃焼による新たな放射能汚染をさせない取り組みを行っていきた

い。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費 市外交通費 10 0 0 10

資料費 参考文献 10 0 0 10

機材･備品費
リネン布、支柱材、工具、看板資材

タイムラプスカメラ
120 70 40 10

会議費 コピー代、用紙、ファイル、筆記具 10 0 0 10

印刷費 ニュース、会議資料、報告資料 50 30 10 10

協力者謝礼等 講演会旅費、謝礼 50 0 0 50

外部委託費 ちくりん舎、JCFチームめとば 250 100 50 100

運営経費
ニュース発送費、振込手数料、

リネン・土壌発送費、
20 9 0 20

その他 報告会、学習会 20 0 0 20

合 計 540 200 100 240

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・

グループ名

・代表者名

⽊質バイオマス発電チェック市⺠会議

川端 眞由美さん

助成応募

金額
20万円

調査研究の

テーマ
木質バイオマス発電による放射能汚染の拡散調査
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【調査研究の概要】

世界の温室効果ガス（GHG）排出量を2030年までに半減させなければならないことは、国際的な公約

となっている。しかし米国のロビーイングの結果、国連気候変動枠組み条約では各国の軍部の排出量の削

減および報告を義務づけていない。しかし米国国防省が単一ユーザーとしては世界最大の石油購入者・排

出者であるとの研究や、世界の軍隊が合計排出量で日本やロシアをも凌ぐ世界第4位の排出者であるとの

研究から、軍隊のGHG排出量の実態解明が急務であるとの認識が急速に広がっている。またウクライナ

やガザ地区での戦争が大量のGHGを排出しているとの試算も出されたことで、戦争と軍隊が地球温暖化

に極めて大きな影響を与えているとの問題意識も広がっている。こうした背景から、欧米の軍部を対象と

した研究が行われてきた。

しかしながら、日本の自衛隊や在日米軍を対象にした研究は未だに行われていない。そこで本研究では、

日本の防衛省、自衛隊、そして在日米軍のGHG排出量の分析を行う。具体的には、日本の防衛省と米国

国防省の軍事予算、人員規模、化石燃料使用量、兵器の燃費と活動時間などの調査と分析を通じて、日本

政府が公開していない自衛隊と在日米軍のGHG排出量の推計値を分析する。これらの分析を通じて、自

衛隊と在日米軍がいかに地球温暖化と気候危機の悪化に貢献しているのかを明らかにすることを目的とす

る。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費

沖縄への出張にかかる航空券往

復代金2万円 現地滞在費4万円

1年間で2回の出張を予定

120 120

資料費
軍用航空機に関連する書籍・雑誌

などの購入代金（2500円×40冊）
100 100

協力者謝礼等
基地での観測作業の調査協力者

への日当（1万×25人）
250 250

外部委託費 HP業者の委託料の平均値から 500 500

運営経費 ZoomBusinessの契約料金など 30 30

合 計

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・

グループ名

・代表者名

脱炭素のための軍縮を求める会

まつだ かなこさん

助成応募

金額
100万円

調査研究の

テーマ
自衛隊と在日米軍の航空機のGHG排出量の市⺠調査
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【調査研究の概要】

福島原発事故の影響により汚染土壌の再浮遊や、汚染ごみ焼却炉排ガスの拡散など、大気中の放射性セ

シウムを含む微小粉塵濃度測定のニーズが巾広く存在している。セシウム等放射性物質を含む微小粉塵

（PM2・5）は吸⼊すると肺の奥の肺胞に滞留し⻑時間排泄されず内部被ばくによる健康リスクが⼤きい。

汚染地域住⺠にとってこの影響懸念は⼤きく、このニーズは今後も⻑期に渡って続くと予想される。

我々は 2016年頃から、リネン吸着法を開発して各地で測定して来た。特に大崎市における農林業系汚染

ごみ⼀⻫焼却においては、リネン吸着法が焼却炉からのセシウム微⼩粉塵漏れを⽴証する⼤きな役割を果

たした。

リネン吸着法はセシウムの時間当たり・面積当たりの吸着率（Bq/㎡･h）で数値評価できるが、相対評価

であり、大気中の放射能粉塵濃度を評価する一般的な指標（Bq/㎥）ではない。また、これまでの文献調査

や測定結果から、リネン吸着法は微小粉塵（PM2･5）を効率的かつ安定に捕捉していると考えられるが実

証データはない。そこで、今回、文献調査や理論的解析、実験、フィールドテスト等により、リネンへの

微小粉塵吸着メカニズムを明らかにする。また吸着率（Bq/㎡･h）を大気中粉塵濃度（Bq/㎥）へ変換する

変換式や係数を明らかにすることを目指す。また上記作業を通してリネン設置の制約条件を経験的なもの

から科学的に基礎づけられたものにする。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
南相馬出張2人×１泊=（６万円）

×６回
360 0 360 0

資料費 文献入手 10 0 0 10

機材･備品費

パーティクルカウンター購入（50

万円）、家庭用 HEPA 空気清浄機

（1.5万円）、実験用ボックス作成

（10万円）、風速計（3.5万円）

650 650 0 0

協力者謝礼等 2万円×6回 120 0 0 120

測定料
リネン,エアダストフィルタ測定

1.2万×３検体/回×６回
540 350 190 0

その他 被験者宅手土産他 20 0 0 20

合 計 1,700 1,000 550 150

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・福島老朽原発を考える会 http://fukurou.txt-nifty.com/fukurou/

グループ名

・代表者名

福島老朽原発を考える会

⻘⽊ 一政さん

助成応募

金額
100万円

調査研究の

テーマ
リネン吸着法の吸着メカニズム解析と絶対値評価
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【調査研究の概要】

フッ素原子を含む有機化合物のうち、難分解性を示すフッ素化アルキル化合物PFASによる環境汚染、

ヒト曝露について近年、注目が高まっている。泡消火剤の使用があった在日米軍基地、自衛隊、空港周辺

地域、またフッ素樹脂製造工場の近隣で地下水汚染を引き起こし、その結果、飲料水や農作物の汚染から

地域住⺠の⼈体へ蓄積が⾒られており、健康リスクが⽰唆される濃度で検出されている。沖縄県、東京都

多摩地域、大阪府摂津市が代表的な事例となる。しかしながら、まだ上記の地域においてしか血液検査な

どは実施されていない。PFASは全国的に使用されてきており、汚染の実態が明らかにされていない地域

が数多く残されている。地域ごとで汚染の原因、状況は多彩であり、広域での定点観測では汚染を同定す

ることは困難であり、地域で⽣活する市⺠の視点での調査が求められる。

PFASの化学分析は一定の方法が確立してきているが、実施できる機関は限られており、営利検査機関

への委託費用も1件数万円以上と高額である。市⺠⾃らPFASの実態を明らかにするためにはPFAS分析

を低廉で行うことができる機関を増やすことである。申請者は従来の液体クロマトグラフィー質量分析計

による方法に代わり、汎用のガスクロマトグラフィー質量分析計でもPFAS分析が実施できることを発表

しており、この⽅法で簡便、低廉に分析ができることを⽰している。この調査研究では市⺠が主導するPFAS

汚染が懸念される地域での血液検査、水質検査を支援し、また営利を目的としない機関へのPFAS分析法

の技術移転を進め、国内のネットワークで調査、分析の経験を共有する仕組みを目指す。

資 金 計 画 の 概 要 （金額単位：千円） 充当する資金の内訳

支 出 費 目 内 訳 支出金額
高木基金の
助成金を充当

他の助成金
等を充当

自己資金

旅費・滞在費
分析技術移転先、調査対象地域への

旅費
110 64 46

機材･備品費

ガスクロマトグラフィー用カラム

測定用試薬

実験用器具

90
50

60
200 0

人件費
分析作業補助者(1200 円/時間 x 6

時間/日 x 40日)
288 216 72

その他 検体の輸送費(2000円 x 10回) 20 20 0

合 計 618 500 118

参考（ウェブサイトや書籍、成果物など）

・

応募者名 原田 浩二さん
助成応募

金額
50万円

調査研究の

テーマ
市⺠による PFAS調査のための化学分析基盤の構築（第2期）
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Emerging chemical risks in Europe — PFAS — European Environment Agency

Sources: US National Toxicology Program, (2016); C8 Health Project Reports, (2012);
WHO IARC, (2017); Barry et al., (2013); Fenton et al., (2009); and White et al., (2011).
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(ご参考：高木仁三郎市民科学基金 役員・事務局一覧)

● 理事会

代表理事 河合 弘之 弁護士、さくら共同法律事務所 所長

代表理事 高木 久仁子

理事 鈴木 譲 元 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授

理事 竹本 徳子 元 国際 NGO ナチュラル・ステップ・ジャパン 代表

理事 寺田 良一 明治大学 名誉教授

理事 永田 浩三 ジャーナリスト、武蔵大学社会学部 教授

理事 平川 秀幸 大阪大学 CO デザイン・センター 教授

理事 藤井 石根 明治大学 名誉教授

理事 細川 弘明 京都精華大学 名誉教授

理事 吉森 弘子 元 生活協同組合パルシステム東京 理事長

理事 菅波 完 高木基金 事務局長

理事 村上 正子 原子力市民委員会 事務局長

監事 中下 裕子 弁護士、ダイオキシン環境ホルモン対策国民会議 代表理事

監事 濱口 博史 弁護士、濱口博史弁護士事務所

● 選考委員 (五十音順)

藍原 寛子 氏 ジャーナリスト

安藤 直子 氏 東洋大学理工学部応用化学科 教授

宇田 和子 氏 明治大学文学部 准教授

佐藤 秀樹 氏 江戸川大学社会学部 准教授

玉山 ともよ 氏 有機農業、丹波篠山市原子力災害対策検討委員

● 顧問（順不同）

小野 有五 氏 高木基金 2002～2007 年度 選考委員

北星学園大学経済学部教授、北海道大学名誉教授

長谷川 公一 氏 高木基金 2006～2011 年度 選考委員

尚絅学院大学大学院特任教授､東北大学名誉教授

大沼 淳一 氏 高木基金 2007～2012 年度 選考委員

元 愛知県環境調査センター 主任研究員

藤原 寿和 氏 高木基金 2007～2012 年度 選考委員

化学物質問題市民研究会代表

貴田 晶子 氏 高木基金 2012～2015 年度 選考委員

高木基金 愛媛大学農学部環境計測学研究室 客員教授

福山 真劫 氏 高木基金 2003 年 2 月～2016 年 5 月 理事

フォーラム平和・人権・環境 代表

堺 信幸 氏 高木基金 2001 年 9 月～2015 年 6 月 理事、2015 年 6 月～

2019 年 6 月 監事 元岩波書店 編集者

上田 昌文 氏 高木基金 2013 年度～2018 年度 選考委員

特定非営利活動法人市民科学研究室 代表

大久保 規子 氏 高木基金 2013 年度～2018 年度 選考委員

大阪大学大学院法学研究科 教授

小澤 祥司 氏 2015 年度～2020 年度 高木基金選考委員

環境ジャーナリスト、飯舘村放射能エコロジー研究会 共同世話人

関 礼子 氏 2016 年度～2021 年度 高木基金選考委員

立教大学社会学部現代文化学科 教授

原田 泰 氏 2017 年度～2022 年度 高木基金選考委員

特定非営利活動法人霞ヶ浦アカデミー 理事

● 事務局

菅波 完 事務局長、国内担当プログラムオフィサー

村上 正子 アジア担当プログラムオフィサー、原子力市民委員会 事務局長

山本 恭子 総務・経理担当



高木基金の助成金は、会員や寄付者の皆様からのご支援に

支えられています。ぜひ高木基金の会員になって、将来の

「市民科学者」を応援して下さい。

維持会員会費 年間 10,000 円

賛助会員会費 年間 3,000 円

ご寄付の金額は、おいくらでも結構です。

会費・寄付の振込口座（郵便振替）

口座番号 00140-6-603393

加入者名 高木仁三郎市民科学基金

※ 銀行からの送金の場合

ゆうちょ銀行 ０１９店 当座 0603393

高木基金は、東京都の承認を受けた認定 NPO 法人です。

高木基金へのご支援（維持会費・賛助会費・寄付）は、

寄附金控除等の税制優遇の対象となります。


